
様式４ 

南相馬市監査委員公表第９号 

 

 

 令和７年９月２５日付け南相馬市監査委員公表第７号で公表した監査結果報告につい

て、地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づき南相馬市長から令和７年１０月２４日

付け７財第５３８号により措置の通知があったので、同項の規定により次のとおり公表し

ます。 

 

 

  令和７年１０月２８日 

 

 

                      南相馬市監査委員  大 谷 嘉 洋 

 

 

 

                      南相馬市監査委員  細 田    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式２ 

監 査 結 果 に 係 る 措 置 通 知 書 

 

財政課  

監 査 結 果 

（ 指 摘 事 項 ） 
改 善 措 置 

契約保証金について、次のような誤りが

確認されました。 

 

① 契約の相手先が不明な残高が発生し

ているもの。 

② 契約の相手方に二重に還付されてい

たもの。 

 

契約の相手方の義務の履行を確保する

ために徴収する「契約保証金」については、

工事等又は給付の完了の確認又は検査の

終了後に、契約の相手方から契約保証金還

付請求書等の提出を受け、それと引換えに

還付を行っています。しかしながら、令和

元年度に財務会計システムが切り替わっ

た際に、適切な残高の繰越処理がなされな

かったため、令和６年度の繰越金の中に契

約相手方が不明な契約保証金 4,930,400

円が発生していました。また、還付済みの

契約相手方に対して誤って契約保証金

1,782,000 円を二重に還付していたこと

が判明しました。 

地方自治法施行令第１６８条の７第３

項で、歳入歳出外現金の出納及び保管を、

普通地方公共団体の歳入歳出に属する現

金である歳計現金の出納及び保管の例に

より行わなければならないと定められて

います。この規定に基づき、歳計現金と同

様に適正な事務処理が徹底されなければ

なりません。不明残高については早急に調

査を行い、課内でチェック体制を構築し適

②契約の相手方に二重に還付されていたも

の。 

 

対応の結果、二重に還付した契約保証金

1,782,000 円については、令和７年１０月９

日付けで本市の歳計外・基金受払整理簿上、

受入・収納済となった。 

 

（経過） 

契約番号 2019000937 

契約件名 金谷前公園トイレ等新築工事 

     にかかる契約保証金 1,782,000 円 

令和２年度 

工事竣工検査終了等に伴う契約保証金還付

請求に基づき令和２年 11 月 24 日付け支払

い 

 1,782,000 円 

 

令和６年度 

 歳計外・基金受払整理簿に上記契約番号・契

約件名の記録が残っていたため、令和２年度

還付済み事案に気が付かず、市の未還付事案

として相手方から還付請求書を徴収し、令和

６年 12 月 10 日付け支払い 

 1,782,000 円 

 この時点で、二重に還付した状態となった。 

 

令和７年度 

 新年度の職員体制となり、歳計外・基金受払

整理簿に2019ではじまる契約番号の事案が３

件残っていたため、財政課契約係内で当該３



切に管理を行ってください。 

 

 

 

件の契約保証金保管管理及び還付精算の有無

について、工事等受託事業者への連絡確認含

め再点検を行った。 

 その結果、相手方の還付入金済事案である

申し出と市の歳計外・基金受払整理簿上にお

いても、既に還付済の事案であることが確認

できた。 

市の歳計外・基金受払整理簿上の表記に疑

念が生じたため、会計管理者と会計課出納係

長に対して、同事案に係る市の歳計外・基金受

払整理簿上へ表記に至る原因と歳入歳出外現

金に係る年度切替の財務会計システム処理に

ついて確認を求めた。 

併せて、財政課契約係内において契約保証

金に係る歳計外・基金受払整理簿上の内容精

査をしていた中、契約番号 2019000937 の契約

保証金を二重に還付していたことを発見し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式６ 

監 査 結 果 に 係 る 対 応 状 況 報 告 書 

 

財政課  

監 査 結 果 

（ 指 摘 事 項 ） 
改 善 措 置 

契約保証金について、次のような誤りが確

認されました。 

 

③ 契約の相手先が不明な残高が発生している

もの。 

④ 契約の相手方に二重に還付されていたもの。 

 

契約の相手方の義務の履行を確保するため

に徴収する「契約保証金」については、工事等

又は給付の完了の確認又は検査の終了後に、契

約の相手方から契約保証金還付請求書等の提

出を受け、それと引換えに還付を行っていま

す。しかしながら、令和元年度に財務会計シス

テムが切り替わった際に、適切な残高の繰越処

理がなされなかったため、令和６年度の繰越金

の中に契約相手方が不明な契約保証金

4,930,400 円が発生していました。また、還付

済みの契約相手方に対して誤って契約保証金

1,782,000 円を二重に還付していたことが判

明しました。 

地方自治法施行令第１６８条の７第３項で、

歳入歳出外現金の出納及び保管を、普通地方公

共団体の歳入歳出に属する現金である歳計現

金の出納及び保管の例により行わなければな

らないと定められています。この規定に基づ

き、歳計現金と同様に適正な事務処理が徹底さ

れなければなりません。不明残高については早

急に調査を行い、課内でチェック体制を構築し

適切に管理を行ってください。 

 

 

①契約の相手先が不明な残高が発生しているも

の。 

 

対応の結果、本報告書提出現在において、平成

28 年度分まで遡り（令和７年 10 月 10 日現在）、

歳入歳出外現金の整理簿まで確認しているもの

の、不明な残高の特定化には至っていないため、

平成27年度分以前に遡及し点検実施していると

ころです。なお、同様の事態を生じさせないよう

再発防止（課内のチェック体制）として受入れと

支払いの管理台帳を作成し受入れと支払いの都

度、記録管理する体制とした。（市の歳計外・基

金受払整理簿と別にした管理台帳） 

（経過） 

契約相手方が不明な契約保証金 

4,930,400 円の内訳（①～⑤の合計） 

①2019000382 

下太田工業用地調整池堆積土砂測量設計調査業

務委託にかかる契約保証金 324,000 円 

②2019000527 

ひばり生涯学習センター受電設備改修工事にか

かる契約保証金 895,400 円 

③2019000737 

復興賃貸事業所整備工事監理業務委託にかかる

契約保証金 957,000 円 

※以上３件、工事等受託事業者への連絡確認の

結果、還付精算済であることが判明 

④2019000937 

二重に還付していた相当額 1,782,000 円 

⑤平成 31年度繰越金 972,000 円 

 



令和７年度 

新年度の職員体制となり、歳計外・基金受払整

理簿に2019ではじまる契約番号の事案が３件残

っていたため、加えて、平成 31 年度繰越金の件

名で表示されている額がいずれの工事に係る契

約保証金なのかが不明なため、財政課契約係内

で当該３件の契約保証金保管管理及び還付精算

の有無について、工事等受託事業者への連絡確

認含め再点検を行った。 

その結果、当該３件については相手方の還付

入金済事案である申し出と市の歳計外・基金受

払整理簿上においても、既に還付済の事案であ

ることが確認できた。 

例月出納検査の結果として、令和６年度末の

台帳残高と現金残高が一致している状況におい

て、市の歳計外・基金受払整理簿上の表記に疑念

が生じたため、会計管理者と会計課出納係長に

対し、同事案に係る市の歳計外・基金受払整理簿

上へ表記に至る原因と歳入歳出外現金に係る年

度切替の財務会計システム処理について確認を

求めた。 

併せて、財政課契約係内において契約保証金

に係る歳計外・基金受払整理簿上の内容精査を

していた中、契約番号 2019000937 の契約保証

金を二重に還付していたことを発見した。

（1,782,000 円 ※10/9 付け受入・収納済） 

以上の経過により、契約の相手方が不明とな

っている額 4,930,400 円について、現在の財務

会計システム（富士通）は、令和元年度予算分か

ら供用開始されており、令和６年度から令和元

年度まで遡り確認したが特定化には至らなかっ

た。 

このため、以前の財務会計システム（NEC）

に係る歳入歳出外現金の整理簿（紙）が会計課に

おいて保管されているため、紙台帳をデジタル

推進課にてデータ媒体へ変換していただき、令

和７年 10 月 10 日現在、平成 28 年度分までの

点検を実施しているが、不明分の特定化に至っ



ていないところです。 

 

※以前の財務会計システム（NEC）における歳

入歳出外現金（契約保証金）に係る整理簿の記録 

⇒現在の財政課契約係で取り扱う範囲とは異な

り、土地売買等に係る契約保証金の記録も含ま

れているため、特定化作業には一定の期間を要

するものと捉えている。 

 

 


